
≪潜在未定世帯調査結果　H29.12末現在≫   資料２－２　
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復興公営 3 2 5 2 4 6 10 6 1 1 2 3 3 18

23 21 1 45 6 17 2 25 8 1 2 4 12 16 12 1 86

政令月収
８万円超 14 17 31 政令月収

８万円超 5 12 17 7 1 2 政令月収
８万円超 4 8 12 8 1 60

政令月収
８万円以下 9 4 1 14 政令月収

８万円以下 1 5 2 8 1 政令月収
８万円以下 4 4 4 26

不明 不明 不明

1 3 4 2 4 4 1 1 5 7 12 6 2 1 20

政令月収
８万円超 1 2 3 2 政令月収

８万円超 1 1 政令月収
８万円超 3 4 7 3 1 1 11

政令月収
８万円以下 1 1 政令月収

８万円以下 3 3 1 1 政令月収
８万円以下 2 3 5 3 1 9

不明 不明 不明

2 3 5 1 1 1 1 1 2 1 8

政令月収
８万円超 1 2 3 政令月収

８万円超 1 1 1 政令月収
８万円超 1 1 1 5

政令月収
８万円以下 1 1 政令月収

８万円以下
政令月収
８万円以下 1 1 2

不明 1 1 不明 不明 1

市営県営 1 1 1 4 8 12 11 1 5 8 13 12 1 26

185 9 194 12 2 1 145 11 156 17 1 4 11 1 12 6 3 362

政令月収
８万円超 105 105 8 1 政令月収

８万円超 74 2 76 7 3 政令月収
８万円超 7 7 3 2 188

政令月収
８万円以下 71 9 80 4 1 1 政令月収

８万円以下 66 8 74 9 1 1 政令月収
８万円以下 3 1 4 2 1 158

不明 9 9 不明 5 1 6 1 不明 1 1 1 16

12 18 30 5 7 2 1 29 43 5 77 26 13 9 1 107

政令月収
８万円超

政令月収
８万円超 7 9 16 4 1 1 政令月収

８万円超 10 21 31 15 2 2 47

政令月収
８万円以下

政令月収
８万円以下 4 6 10 1 5 1 政令月収

８万円以下 16 19 5 40 11 9 4 1 50

不明 不明 1 3 4 1 1 不明 3 3 6 2 3 10

施設等 2 2 1 2

　親族・

知人宅
7 14 21 1 1 2 2 23

36 231 10 277 18 1 3 1 26 201 13 240 49 9 8 4 45 83 7 135 65 17 14 1 652

賃貸住宅

みなしと同じ物件
（二者に変更契約
予定・大家等確認
了承済）

みなしと同じ物件
　（大家（管理会社等）未
確認だが、家賃の負担
は可能である）

みなしと同じ物件
　（大家（管理会社等）未
確認、家賃負担不安）

別の民間賃貸住宅
（賃貸契約済）

計 計 計

別の民間賃貸住宅
（物件あり・探している）

別の民間賃貸住宅
（物件を探していない）

決定済 待機・探している 相談中

同居者合意済 同居者相談中 同居者にこれから相談

自宅再建

建築
（建築中
・建築請負契約済）

建築
（建築業者等に
相談中）

建築
（具体的な進捗がない）

購入
（家屋購入契約済）

購入
（物件が決まって
いる（未契約））

購入
（物件が決まって
いない）

補修
（補修中
・補修契約済）

当選済
事前登録済
住宅未決定

事前登録
していない

補修
（業者に相談中）

補修
（具体的な進捗がない）

計

対応方針等

進捗状況

当選済
申込みした
ことがある

申込みしたことがない

合計
再建先 進捗状況

みなし

計

対応方針等

進捗状況

みなし

計

対応方針等みなし

再建の実現性（確度）　《高》 再建の実現性（確度）　《中》 再建の実現性（確度）　《低》

【再建の実現性（確度）≪低≫に分類した世帯への対応状況】

　●復興公営･･･供与期限までに入居できない場合に備え、他の再建方法について具体的な予定があることを確認している。（忙しいなどを理由に手続きが進まない又は資格外で入居を希望している世帯。）

　●自宅再建･･･供与期限までに時間がある場合は、計画的な再建について状況確認や声掛けに加え、供与期限に間に合わない場合に備えた他の再建方法の検討を促している。政令月収が低い世帯には、資金に応じた実現性の確認により、再建方法の再検討も

　　　　　　　　　　 含めた相談支援を実施している。

　●市営・県営･･･希望がありながら申込みをしていなかった世帯に対し、情報提供、相談、具体的な手続き支援を行いながら、家族関係・滞納状況・希望住戸・民間賃貸との再建先の選択について調整中。

　●賃貸住宅

　　　･みなしと同じ物件･･･二者契約後の家賃の確認、支払い困難と見込まれる場合は公営住宅への申込みについて話を進めている。

　　　・別の民間賃貸住宅･･･供与期限が３か月～半年以上先であるため、物件探しを始めていない。資金に不安のある世帯には特に家賃を踏まえた早めの検討を始めるよう声掛けを実施している。併せて、公営住宅への申込みの必要性も確認中。


